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政令市で唯一「選択制」に固執する名古屋市

中学校でも全員制給食の実施を
日本共産党の岡田ゆき子議員は24日の市議会本会議で、

市立中学校での全員制給食の実施を求めました。

昼食「何も食べなかった」生徒が0.2％
名古屋市立中学校はスクールランチと家庭弁当との選択

制を採用しています。今年6月に市が生徒向けに行なった

アンケート調査では、スクールランチを食べた生徒は56.9

％、家庭弁当41.8％、「何も食べなかった」と答えた生徒は

0.2％いました。

岡田議員は「成長期でバランスの取れた食事が欠かせな

い時期なのに、昼食をとらなかった生徒はアンケートから推

計で約100人もいる。全員制給食ではあり得ないことだ」と

指摘。

答弁にたった教育長は、無記名アンケートのため生徒の特

定はできないとしながら、「日頃から食べ物がない生徒は

いない」と述べました。

スクールランチ利用率に学校間格差 実態の把握を
スクールランチの学校別利用率は平均49％。10～30％

台にとどまる学校は、全体の1/4を占めています（下表）。

岡田議員は、スクールランチ（デリバ

リー方式）の給食の利用率が低いこと

などを理由に、全員制給食を開始した

政令市もあると強調。

さらに岡田議員は、就学援助制度の
対象世帯であっても、生徒の多くが家

庭弁当の場合、子どもも友達に合わせ

て弁当を希望する場合があり、家庭の

負担になっている実態を説明しました。

名古屋市以外の政令市で進む全員制給食
岡田議員は、全国２０政令市で

全員制給食に切り替える方針す

らないのは名古屋市だけだ（左

下表）と力説。

他の政令市の多くが、全員制給

食の実施により『小学校から中学

校までの切れ目のない食育』『給

食により食育効果を向上させる』

などの効果や方針を持っているこ

と紹介し、「実施方法は多様だが

（下表）、名古屋市も全員制給食を検討すべきだ」と教育長

に迫りました。

これに対し教育長は「スクールランチ利用率が低い学校

の現状などを改めて把握し、スクールランチを魅力あるもの

にしたい」と、現行制度に固執する答弁に終始しました。

選択制給食から全員制給食への転換を
岡田議員は「スクールランチはアレルギー対応がない。ま

た、食育を担う栄養教諭の配置も不十分だ」と述べ、市が

行なったアンケートには現れない課題を市として認識し、全

員制給食の方針に転換するよう求めました。

議案外質問(9月24日）岡田ゆき子議員①

現行制度では

昼食を食べない生徒も


